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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集電体の表面に、一端部が他端部より幅が広くなるように複数の溝を一方向に延ばして
形成し、
　その後、前記集電体の前記表面に、複数の電極粒子を有した電極層を設け、
　さらにその後、前記電極層を前記集電体に向かって押圧して、前記電極粒子を前記一端
部側から他端部側に向かって移動させながら前記溝に食い込ませることを特徴とする蓄電
デバイス用電極の製造方法。
【請求項２】
　エンボス加工によって前記溝を形成することを特徴とする請求項１に記載の蓄電デバイ
ス用電極の製造方法。
【請求項３】
　前記集電体の前記表面の中間部に前記溝を形成することを特徴とする請求項１または２
に記載の蓄電デバイス用電極の製造方法。
【請求項４】
　前記集電体の前記表面に前記溝を形成した後に、前記電極層を前記表面に塗布し、
　その後、前記集電体を巻き取ることを特徴とする請求項１に記載の蓄電デバイス用電極
の製造方法。
【請求項５】
　前記集電体の前記表面に前記溝を形成した後に、前記表面に付着した異物を除去し、
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　その後、前記電極層を前記表面に塗布した後に、前記集電体を巻き取ることを特徴とす
る請求項１に記載の蓄電デバイス用電極の製造方法。
【請求項６】
　表面に一方向に延び一端部が他端部より幅が広い溝が形成された集電体と、
　前記集電体の表面に設けられ、電極粒子を有し、前記電極粒子が前記溝の前記他端部に
食い込んだ電極層とを備えたことを特徴とする蓄電デバイス用電極。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、集電体とこの集電体の表面に設けられた電極層とを備えた蓄電デバイス用
電極およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電気二重層キャパシタ、リチウムイオンキャパシタまたはリチウムイオン電池等
に用いられる蓄電デバイス用電極であって、集電箔と、この集電箔の表面に塗布された電
極層とを備え、内部抵抗を低減させるために、電極層の電極粒子の一部を集電箔の表面に
圧入して、集電箔と電極層との間の接触抵抗を低減させた蓄電デバイス用電極が知られて
いる（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平７－３３５１９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、このものの場合、集電箔および電極層には、電極粒子の一部を集電箔の
表面に圧入するために大きな力が加えられるので、電極粒子が破壊されたり、集電箔が湾
曲したりする恐れがあるという問題点があった。
【０００５】
　この発明は、電極粒子の破壊および集電体の湾曲の発生を抑制するとともに、集電体と
電極層との間の接触抵抗を低減させて、内部抵抗を低減させた蓄電デバイス用電極および
その製造方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明に係る蓄電デバイス用電極の製造方法は、集電体の表面に、複数の溝を一方向
に延ばして形成し、その後、前記集電体の前記表面に、複数の電極粒子を有した電極層を
設け、さらにその後、前記電極層を前記集電体に向かって押圧して、前記電極粒子を前記
溝に沿って移動させながら前記溝に食い込ませる。
【０００７】
　また、この発明に係る蓄電デバイス用電極は、表面に一方向に延び一端部が他端部より
幅が広い溝が形成された集電体と、前記集電体の表面に設けられ、電極粒子を有し、前記
電極粒子が前記溝の前記他端部に食い込んだ電極層とを備えている。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明に係る蓄電デバイス用電極の製造方法によれば、集電体の表面に溝を一方向に
延ばして形成し、電極層を集電体に向かって押圧して、電極粒子を溝に沿って移動させな
がら溝に食い込ませるので、電極粒子の破壊および集電体の湾曲の発生を抑制するととも
に、集電体と電極層との間の接触抵抗を低減させて、内部抵抗を低減させた蓄電デバイス
用電極を得ることができる。
【０００９】
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　また、この発明に係る蓄電デバイス用電極によれば、集電体の表面には、一方向に延び
一端部が他端部よりも幅が広い溝が形成され、この溝に電極粒子が食い込んでいるので、
電極粒子の破壊および集電体の湾曲の発生が抑制されるとともに、集電体と電極層との間
の接触抵抗を低減させて、内部抵抗を低減させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置の要部を
示す平面図である。
【図２】図１のＡ部を拡大した図である。
【図３】この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置の他の要
部を示す断面図である。
【図４】図３のＩＶ－ＩＶ線に沿った矢視断面図である。
【図５】図３のＶ－Ｖ線に沿った矢視断面図である。
【図６】この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置によって
形成された集電箔の溝の変形例を示す平面図である。
【図７】この発明の実施の形態２に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置によって
製造される電気二重層キャパシタ用電極の要部を示す平面図である。
【図８】図７の溝に電極粒子が入り込んだ状態を示す平面図である。
【図９】図７の溝の変形例を示す平面図である。
【図１０】この発明の実施の形態３に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置の要部
を示す平面図である。
【図１１】図１０のＢ部を拡大した図である。
【図１２】図１０の電気二重層キャパシタ用電極における内部抵抗等を測定した結果を示
す図である。
【図１３】この発明の実施の形態４に係る蓄電デバイス用電極の製造装置を示す側面図で
ある。
【図１４】図１３の溝形成ロールを示す平面図である。
【図１５】図１４の突起円板を示す側面図である。
【図１６】図１５のＪ部を示す拡大図である。
【図１７】図１４の円滑円板を示す側面図である。
【図１８】この発明の実施の形態５に係る蓄電デバイス用電極の製造装置を示す側面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、この発明の各実施の形態を図に基づいて説明するが、各図において、同一または
相当の部材、部位については、同一符号を付して説明する。
【００１２】
　実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極（蓄電デバイス用電
極）の製造装置の要部を示す平面図、図２は図１のＡ部を拡大した図、図３はこの製造装
置の他の要部を示す断面図である。この実施の形態に係る電気二重層キャパシタ電極は、
集電体である集電箔１と、この集電箔１の表面および裏面に塗布された電極層２とを備え
ている。なお、電極層２は、集電箔１の表面または裏面の何れか一方に塗布されてもよい
。集電箔１は、厚さが５０μｍに形成されたアルミニウムから構成されており、電気二重
層キャパシタ用電極の正極および負極の両方に用いられている。なお、集電箔１の厚みは
、５０μｍに限らない。
【００１３】
　集電箔１の両面には、一方向に延びた複数の溝１ａが形成されており、この溝１ａには
、電極層２に含まれる電極粒子２ａが食い込んでいる。溝１ａは、長手方向の長さが０．
２～数ｍｍ、幅が数十μｍとなっている。電極粒子２ａは、直径が１５～２０μｍの活性
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炭粒子から構成されている。なお、電気二重層キャパシタ用電極を薄膜化して、大電流を
瞬間的に充放電する能力である瞬発力を向上させるために、電極粒子２ａには、直径が２
～３μｍのものを含めてもよい。集電箔１の溝１ａの幅より大きな直径を有した電極粒子
２ａが僅かに含まれているだけで、電極粒子２ａを集電箔１の溝１ａに食い込ませること
ができる。
【００１４】
　この電気二重層キャパシタ用電極によって構成される電気二重層キャパシタは、正極の
電極および負極の電極を互いに対向して配置し、正極の電極と負極の電極との間にセパレ
ータ（図示せず）を配置して、正極の電極、負極の電極およびセパレータを電解液中に浸
漬して、正極の電極および負極の電極の互いに対向した面に形成される電気二重層の静電
容量を利用したキャパシタである。
【００１５】
　この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置は、集電箔１が
巻回された送り出しロール（図示せず）と、この送り出しロールから送り出された集電箔
１を巻き取る巻き取りロール３と、送り出しロールと巻き取りロール３との間であって、
集電箔１の表面および裏面の両方を押圧可能に設けられた一対のエンボスロール４とを備
えている。各エンボスロール４の外周面には、集電箔１を押圧することによって、集電箔
１に一方向へ延びた溝１ａを形成するエンボスパターン４ａが形成される。
【００１６】
　エンボスパターン４ａによって形成された集電箔１の溝１ａの方向は、送り出しロール
から巻き取りロール３へ向かって移動する集電箔１の移動方向となっている。つまり、溝
１ａの長さ方向と集電箔１の長さ方向とは、互いに同一方向となっている。なお、集電箔
１に形成された溝１ａの方向は、このものに限らず、その他の方向であってもよい。
【００１７】
　集電箔１は、送り出しロールから巻き取りロール３へ向かった移動方向と垂直な方向に
ついての中間部にのみ溝１ａが形成され、この移動方向と垂直な方向についての両端部に
は溝１ａが形成されていない。溝１ａが形成されていない領域である集電箔１の非溝部１
ｂは、集電箔１が組み立てられたときに集電端子部５として用いられる。なお、図１の中
で、二点鎖線で示された領域は、所定の形状に裁断された後の電気二重層キャパシタ用電
極を示している。
【００１８】
　また、この製造装置は、溝１ａが形成された集電箔１に、複数の電極粒子２ａを含んだ
電極層２を塗布する塗布手段（図示せず）と、集電箔１に塗布された電極層２を集電箔１
に向かって押圧する電極プレスロール６と、集電箔１および電極層２を所定の形状に裁断
する裁断手段（図示せず）とを備えている。
【００１９】
　電極プレスロール６は、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａが溝１
ａに沿って移動するように回転する。これにより、電極プレスロール６の転動面に接触さ
れた電極粒子２ａは、電極プレスロール６に押圧されながら、集電箔１の表面または裏面
を転動して、溝１ａに入り込む。なお、集電箔１の溝１ａの方向と、電極プレスロール６
の転動面に接触された電極粒子２ａが移動する方向とは、完全に一致しなくてもよく、例
えば、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａが移動する方向が、集電箔
１の溝１ａの方向に対して、４５度程度傾いた場合であってもよい。
【００２０】
　この発明の実施の形態１では、集電箔１の溝１ａの方向と、電極プレスロール６の転動
面に接触された電極粒子２ａの移動する方向とが一致しているので、溝１ａに入り込んだ
電極粒子２ａは、長時間に渡って、電極プレスロール６に押圧される。これにより、電極
プレスロール６が電極粒子２ａを押圧する力を低減させた場合であっても、溝１ａに電極
粒子２ａを食い込ませることができる。その結果、電極粒子２ａの破壊および集電箔１の
湾曲の発生を抑制しながら、電極粒子２ａを溝１ａに食い込ませることができる。
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【００２１】
　図４は図３のＩＶ－ＩＶ線に沿った矢視断面図、図５は図３のＶ－Ｖ線に沿った矢視断
面図である。溝１ａに電極粒子２ａが食い込むことで、溝１ａの側面には、電極粒子２ａ
と強く面接触する接触部７が形成される。この接触部７が、電極粒子２ａと面接触すると
ともに、電極粒子２ａを強く挟持するので、集電箔１と電極層２との間の接触抵抗が低減
する。なお、集電箔１の溝１ａに挟持された電極粒子２ａは、集電箔１の表面および裏面
にまばらに存在する程度であっても、集電箔１と電極層２との間の接触抵抗を大幅に低減
させることができる。これは、アンカー効果によるものであり、アンカーとなった電極粒
子２ａと集電箔１との間の接触抵抗が低減されるので、電極粒子２ａを介して集電箔１と
電極層２との間に大電流を流すことができる。
【００２２】
　集電箔１に形成された溝１ａが、集電箔１に対して垂直な方向から視たときに円形とな
る形状である場合には、電極プレスロール６に接触した電極粒子２ａがこの溝１ａに入り
込んだとしても、電極プレスロール６から押圧される時間が短くなるので、電極粒子２ａ
が溝１ａに食い込むことが困難となる。また、この溝１ａの直径が、電極粒子２ａより大
きい場合には、電極粒子２ａが溝１ａに入り込むだけであり、電極粒子２ａが溝１ａに食
い込むことがないので、電極粒子２ａと集電箔１との接触は点接触のままとなる。また、
この溝１ａの直径が、電極粒子２ａより小さい場合には、電極粒子２ａが溝１ａに入り込
むことができないので、電極粒子２ａは、電極プレスロール６の押圧力によって押しつぶ
されたり、集電箔１から弾き飛ばされたりする。したがって、集電箔１に形成された溝１
ａが、集電箔１に対して垂直な方向から視たときに円形となる形状である場合には、電極
粒子２ａの直径と、溝１ａの直径とを一致させなければならない。
【００２３】
　以上説明したように、この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極の製
造方法によれば、電極層２を集電箔１に向かって押圧して、集電箔１に形成された溝１ａ
に電極粒子２ａを食い込ませるので、電極粒子２ａの破壊および集電箔１の湾曲の発生を
抑制するとともに、集電箔１と電極層２との間の接触抵抗を低減させて、内部抵抗を低減
させた電気二重層キャパシタ用電極を得ることができる。
【００２４】
　また、この製造方法によれば、集電箔１と電極層２との間に導電性ペーストを塗布する
従来の電気二重層キャパシタ用電極の製造方法と比較して、集電箔１と電極層２との間に
導電性ペーストを塗布する工程と、導電性ペーストを塗布した後に、集電箔１と電極層２
とを乾燥させる工程とを省略することができるので、電気二重層キャパシタ用電極の製造
効率を向上させることができる。
【００２５】
　また、この製造方法によれば、溝１ａを一方向に延ばして形成し、電極粒子２ａを溝１
ａに沿って移動させながら溝１ａに食い込ませるので、溝１ａが電極プレスロール６に長
時間に渡って押圧される。したがって、電極プレスロール６が電極粒子２ａを押圧する力
を低減させることができ、電極粒子２ａの破壊および集電箔１の湾曲の発生をさらに抑制
することができる。
【００２６】
　また、この製造方法によれば、エンボス加工によって溝１ａを形成するので、集電箔１
に溝１ａを簡単に形成することができる。
【００２７】
　また、この製造方法によれば、集電箔１の表面および裏面の幅方向についての中間部に
溝１ａを形成するので、幅方向についての両端部は溝１ａを形成しない非溝部１ｂとなり
、集電箔１が組み立てられたときに用いられる集電端子部５を簡単に形成することができ
る。
【００２８】
　また、この発明の実施の形態１に係る電気二重層キャパシタ用電極によれば、表面およ
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び裏面に溝１ａが形成された集電箔１と、この集電箔１の表面および裏面に設けられ、電
極粒子２ａを有し、この電極粒子２ａが溝１ａに食い込んだ電極層２とを備えているので
、電極粒子２ａの破壊および集電箔１の湾曲の発生を抑制するとともに、集電箔１と電極
層２との間の接触抵抗を低減させて、内部抵抗を低減させることができる。
【００２９】
　なお、上記実施の形態１では、電極プレスロール６を用いて、電極層２を集電箔１に向
かって押圧する電気二重層キャパシタ用電極の製造方法について説明したが、勿論このも
のに限らず、電極層２を押圧することのできるその他の手段を用いて、電極層２を集電箔
１に向かって押圧する電気二重層キャパシタ用電極の製造方法であってもよい。
【００３０】
　また、上記実施の形態１では、集電箔１に一方向へ延びて形成された溝１ａについて説
明したが、例えば、楕円形または楔形に形成された溝１ａであってもよい。また、図６に
示すように、集電箔１に対して垂直な方向から視たときに十字形状となる形状に形成され
た溝１ａであってもよい。このものの場合、溝１ａの中で、電極プレスロール６の転動面
に接触された電極粒子２ａの移動方向に対して直角な方向に延びた領域には、電極粒子２
ａはほとんど入り込まないものの、エンボスパターン４ａを形成することが容易となる。
【００３１】
　実施の形態２．
　図７はこの発明の実施の形態２に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置によって
製造される電気二重層キャパシタ用電極の要部を示す平面図、図８は図７の溝１ｃに電極
粒子２ａが入り込んだ状態を示す平面図である。この発明の実施の形態２に係る電気二重
層キャパシタ用電極は、集電箔１の表面および裏面に、一方向に延びるとともに、一端部
が他端部より幅が広い溝１ｃが形成されている。
【００３２】
　電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａの移動方向と溝１ｃの方向とが
一致しており、電極粒子２ａは、電極プレスロール６に押圧されて、溝１ｃの一端部側か
ら他端部側に向かって移動するようになっている。これにより、電極粒子２ａが溝１ｃに
入りやすくなり、また、溝１ｃに入った電極粒子２ａは、電極プレスロール６によって閉
じ込められるとともに、電極プレスロール６の回転によって、溝１ｃの他端部側へ、つま
り、幅が狭くなっている側へ電極粒子２ａが移動して、溝１ｃに電極粒子２ａが挟持され
る。
【００３３】
　以上説明したように、この発明の実施の形態２に係る電気二重層キャパシタ用電極の製
造方法によれば、集電箔１の溝１ｃは、一端部が他端部より幅が広くなるように形成され
、電極粒子２ａを溝１ｃの一端部側から他端部側に向かって移動させるので、電極粒子２
ａを溝１ｃに入れやすくなり、電極粒子２ａを溝１ｃに容易に食い込ませることができる
。
【００３４】
　また、この発明の実施の形態２に係る電気二重層キャパシタ用電極によれば、表面に一
方向に延び一端部が他端部より幅が広い溝１ｃが形成された集電箔１と、集電箔１の表面
に設けられ、電極粒子２ａを有し、電極粒子２ａが溝１ｃの他端部に食い込んだ電極層２
とを備えているので、電極粒子２ａが溝１ｃに強固に挟持される。これにより、集電箔１
と電極層２との間の接触抵抗をより低減させることができる。
【００３５】
　なお、上記実施の形態２では、図７に示すように、集電箔１に垂直な方向から溝１ｃを
視たときに、溝１ｃの幅広側の端部（一端部）における内壁面の形状が円弧形状である構
成について説明したが、例えば、図９に示すように、集電箔１に垂直な方向から溝１ｃを
視たときに、溝１ｃの内壁面の形状が楔形状である構成であってもよい。つまり、一端部
が他端部よりも幅が広くなるような溝１ｃであればよい。これにより、電極粒子２ａが溝
１ｃに入り込みやすくなる。また、ロールプレスをする際に電極粒子２ａが溝１ｃ内を転
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がってまたは滑って移動して、電極粒子２ａが溝１ｃの狭小部（他端部）にはまり込んで
、電極粒子２ａが溝１ｃの側面や溝１ｃの底面を押し広げて、電極粒子２ａと集電箔１と
の接触が点接触から面接触となる。
【００３６】
　実施の形態３．
　図１０はこの実施の形態に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置の要部を示す平
面図、図１１は図１０のＢ部を拡大した図である。この発明の実施の形態３に係る電気二
重層キャパシタ用電極の製造装置は、実施の形態１に記載のエンボスロール４の換わりに
、周囲にサンドペーパー８ａが巻かれた一対のローラ８を備えている。
【００３７】
　ローラ８は、実施の形態１におけるエンボスロール４が集電箔１を押圧する力よりも小
さい力で集電箔１の表面および裏面を押圧する。また、このローラ８は、集電箔１との接
触部分が集電箔１の表面および裏面を滑りながら回転する。つまり、このローラ８は、集
電箔１の移動速度よりも遅い速度または速い速度で、集電箔１の表面および裏面を転動す
る。これにより、集電箔１の表面および裏面には、集電箔１の移動方向に沿った細長い溝
１ｄが形成される。
【００３８】
　この溝１ｄの幅は、サンドペーパー８ａの番手、つまり、サンドペーパー８ａの砥粒の
大きさによって、調節することができる。したがって、使用する電極層２の電極粒子２ａ
の大きさに合わせて、サンドペーパー８ａの番手を選択すればよい。なお、サンドペーパ
ー８ａは、番手の数字が大きくなるほど、砥粒の大きさが小さくなる。
【００３９】
　集電箔１の移動方向に延びた溝１ｄのみが形成されるので、例えば、溝１ｄが深く形成
されてしまった場合であっても、送り出しロール側と巻き取りロール３側とを分断する方
向に集電箔１が切断されてしまうことを抑制することができる。また、非溝部１ｂによっ
て集電箔１の引張強度が維持されているので、集電箔１に溝１ｄを形成する溝形成工程の
後に行われる、電極プレスロール６によって電極層２を集電箔１に向かって押圧する電極
層押圧工程、または、電極層２の電極粒子２ａに食い込まれた集電箔１を所定の形状への
裁断する裁断工程等において、製造工程上の不具合が発生することを抑制することができ
る。
【００４０】
　次に、この発明の実施の形態３に係る電気二重層キャパシタ用電極の製造装置によって
製造された電気二重層キャパシタ用電極における集電箔１と電極層２との間の接触抵抗に
ついて説明する。
【００４１】
　実際、本願発明者は、この発明の実施の形態３に係る電気二重層キャパシタ用電極の製
造装置によって製造された電気二重層キャパシタ用電極の内部抵抗を測定した。まず、こ
の電気二重層キャパシタ用電極の製造装置によって製造した第１の実施例の製造方法につ
いて説明する。厚さが５０μｍ、幅が１００ｍｍ、長さが３００ｍｍである５枚の集電箔
１を用意し、番手が、＃４００、＃８００、＃１０００、＃１５００および＃２０００の
サンドペーパー８ａを用いて、ヤスリがけを２回ずつ行って、５種類の集電箔１を作製し
た。
【００４２】
　その後、各集電箔１に、平均粒径が４．５μｍの電極粒子２ａである水蒸気賦活炭を混
合した水系ペーストを塗布して電極層２を形成し、集電箔１および電極層２を乾燥した。
集電箔１および電極層２を乾燥した後、０．２ｔ／ｃｍの圧力で電極プレスロール６を用
いて電極層２を集電箔１に向かって押圧して、電極粒子２ａを溝１ｄに食い込ませた。集
電箔１と電極層２とを押圧した後の集電箔１を除いた電極の厚さは２０μｍであった。
【００４３】
　その後、各電気二重層キャパシタ用電極を５枚に裁断し、金メッキした銅板を用いてそ
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れぞれを挟み込み、３．７５ＭＰａの圧力をかけた状態で、各電気二重層キャパシタ用電
極の内部抵抗を測定した。図１２のグラフ線Ｃは、５種類の電気二重層キャパシタ用電極
の内部抵抗のそれぞれの平均値を示している。
【００４４】
　また、本願発明者は、実体顕微鏡を用いて、上述した製造方法で製造された５種類の電
気二重層キャパシタ用電極における溝１ｄの溝幅および溝深さを測定した。図１２では、
グラフ線Ｄが各電気二重層キャパシタ用電極における溝１ｄの最小溝幅の値を示し、グラ
フ線Ｅが各電気二重層キャパシタ用電極における溝１ｄの平均溝幅の値を示している。ま
た、グラフ線Ｆは、電極粒子２ａの平均粒径を示している。各電気二重層キャパシタ用電
極における溝深さについては、図１２に示していないが、＃４００のサンドペーパー８ａ
を用いて溝１ｄを形成した場合には、最大値が４μｍ、平均値が１．４μｍとなり、＃２
０００のサンドペーパー８ａを用いて溝１ｄを形成した場合には、最大値が０．８μｍ、
平均値が０．２μｍとなり、番手の数字が大きくなるほど、つまり、砥粒の大きさが小さ
くなるほど、溝深さは浅くなった。
【００４５】
　また、本願発明者は、第１の実施例の内部抵抗と比較するために、他の製造方法によっ
て製造された第１の比較例の内部抵抗およびさらに他の製造方法によって製造された第２
の比較例の内部抵抗を測定した。まず、第１の比較例の製造方法について説明する。厚さ
が５０μｍ、幅が１００ｍｍ、長さが３００ｍｍである、エッジング処理されていない集
電箔１を用意し、この集電箔１に平均粒径が４．５μｍの電極粒子２ａである水蒸気賦活
炭を混合した水系ペーストを塗布して電極層２を形成し、集電箔１および電極層２を乾燥
した。
【００４６】
　その後、第１の実施例の場合と比較して同程度の大きさである０．２ｔ／ｃｍの圧力で
電極プレスロール６を用いて電極層２を集電箔１に向かって押圧して、電極粒子２ａを集
電箔１の表面および裏面に圧入した。集電箔１と電極層２とを押圧した後の集電箔１を除
いた電極の厚さは２０μｍであった。この電気二重層キャパシタ用電極を５枚に裁断し、
金メッキした銅板を用いてそれぞれを挟み込み、３．７５ＭＰａの圧力をかけた状態で、
第１の比較例の内部抵抗を測定した。図１２のグラフ点Ｇは、この第１の比較例の内部抵
抗の平均値を示している。
【００４７】
　次に、第２の比較例の製造方法について説明する。厚さが５０μｍ、幅が１００ｍｍ、
長さが３００ｍｍである、エッジング処理されていない集電箔１を用意し、この集電箔１
に平均粒径が４．５μｍの電極粒子２ａである水蒸気賦活炭を混合した水系ペーストを塗
布して電極層２を形成し、集電箔１および電極層２を乾燥した。
【００４８】
　その後、第１の実施例の場合および第１の比較例の場合と比較して５倍の大きさである
１．０ｔ／ｃｍの圧力で電極プレスロール６を用いて電極層２を集電箔１に向かって押圧
して、電極粒子２ａを集電箔１に圧入した。集電箔１と電極層２とを押圧した後の集電箔
１を除いた電極の厚さは２０μｍであった。この電気二重層キャパシタ用電極を５枚に裁
断して、金メッキした銅板を用いてそれぞれを挟み込み、３．７５ＭＰａの圧力をかけた
状態で、第２の比較例の内部抵抗を測定した。図１２において、グラフ点Ｈは第２の比較
例の内部抵抗のＭＡＸ値を示し、グラフ点Ｉは第２の比較例の内部抵抗のＭＩＮ値を示し
ている。
【００４９】
　図１２に示すように、第１の実施例の内部抵抗は、第１の比較例の内部抵抗より少ない
。第１の比較例の電気二重層キャパシタ用電極は、アルミニウムから構成された集電箔１
の表面および裏面を酸化皮膜が覆っており、この酸化皮膜を介して電極粒子２ａが集電箔
１に接触していることと、電極粒子２ａが集電箔１に点接触していることにより、集電箔
１と電極層２との間の接触抵抗が大きくなって、電気二重層キャパシタ用電極の内部抵抗
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が大きくなっていると推定される。
【００５０】
　また、図１２に示すように、第２の比較例の内部抵抗は、標準偏差が大きい。これに対
して、図１２には示していないが、第１の実施例および第１に比較例のそれぞれの内部抵
抗の標準偏差は、第２の比較例の内部抵抗の標準偏差より小さかった。第２の比較例の電
気二重層キャパシタ用電極は、第１の実施例および第１の比較例と比較して、５倍の大き
さの圧力で電極プレスロール６を用いて電極層２を集電箔１に向かって押圧しているので
、溝１ｄに電極粒子２ａが食い込んだ領域と、電極粒子２ａが押しつぶされて破壊された
り、溝１ｄから電極粒子２ａが飛び出したりしていることが原因であると考えられる。
【００５１】
　また、第１の実施例の電気二重層キャパシタ用電極において、サンドペーパー８ａの番
手が＃８００の場合および＃１０００の場合に、集電箔１と電極層２との間の内部抵抗が
最も小さく、＃１５００の場合および＃２０００の場合に、集電箔１と電極層２との間の
内部抵抗が大きくなった。また、第１の実施例の電気二重層キャパシタ用電極において、
番手が＃１５００の場合および＃２０００の場合に、溝１ｄの平均溝幅が、電極粒子２ａ
の平均粒径より小さくなった。溝１ｄの平均溝幅が、電極粒子２ａの平均粒径より小さく
なることで、溝１ｄに食い込む電極粒子２ａの数が減少して、集電箔１と電極層２との間
の内部抵抗が大きくなったと考えられる。以上のことから、電極粒子２ａの平均粒径は、
溝１ｄの溝幅の最小値よりも大きく、溝１ｄの平均溝幅より小さい場合に、集電箔１と電
極層２との間の内部抵抗が小さくなることが判明した。
【００５２】
　次に、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａの移動方向と、集電箔１
の溝１ｄの方向とが一致していない場合における電気二重層キャパシタの内部抵抗につい
て説明する。実際、本願発明者は、この実施の形態に係る電気二重層キャパシタ用電極の
製造装置において、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａの移動方向と
、集電箔１の溝１ｄの方向とが直行した場合の電気二重層キャパシタ用電極の内部抵抗を
測定した。まず、この電気二重層キャパシタ用電極の製造装置を用いて、電極プレスロー
ル６の転動面に接触された電極粒子２ａの移動方向と、集電箔１の溝１ｄの方向とが直行
して製造した第２の実施例の製造方法について説明する。厚さが５０μｍ、幅が１００ｍ
ｍ、長さが３００ｍｍである５枚の集電箔１を用意し、番手が、＃４００、＃８００、＃
１０００、＃１５００および＃２０００のサンドペーパー８ａを用いて、一方向にヤスリ
がけを２回ずつ行い、さらに、この一方向に直交した他方向にヤスリがけを１回ずつ行っ
て、５種類の集電箔１を作製した。その他の手順は、第１の実施例の電気二重層キャパシ
タ用電極の製造方法と同様である。測定結果は、図示しないが、第１の実施例と同様の測
定結果の傾向が見られた。つまり、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２
ａの移動方向と、集電箔１の溝１ｄの方向とが直行しても、電気二重層キャパシタ用電極
の内部抵抗は、影響を受けないことが判明した。これは、電極プレスロール６によって集
電箔１と電極層２とが押圧されるときに、電極粒子２ａの移動方向と直行した方向に延び
て形成された溝１ｄには、電極粒子２ａが食い込むことが困難であるからであると考えら
れる。
【００５３】
　次に、本願発明者は、電気二重層キャパシタの内部抵抗と、集電箔１と電極粒子２ａと
の関係を導き出すために、第１の実施例、第２の実施例、第１の比較例および第２の比較
例の電気二重層キャパシタ用電極の全てを水洗いし、集電箔１から電極層２を除去して、
集電箔１の溝１ｄに食い込んでいる電極粒子２ａ、または、集電箔１に圧入された電極粒
子２ａを、実体顕微鏡を用いて観測した。第１の比較例の集電箔１の表面および裏面には
、電極粒子２ａが全く残っていなかった。第２の比較例の内、集電箔１と電極層２との内
部抵抗がＭＩＮ値だったものの集電箔１には、多くの電極粒子２ａが圧入されており、集
電箔１と電極層２との内部抵抗がＭＡＸ値だったもの集電箔１には、わずかの電極粒子２
ａが圧入されていた。第１の実施例および第２の実施例の中で、番手が＃８００および＃
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１０００の場合の集電箔１の溝１ｄには、多くの電極粒子２ａが食い込んでおり、特に、
電極粒子２ａの直径より狭い溝幅の溝１ｄに、電極粒子２ａが挟持されていることが判明
した。また、第１の実施例および第２の実施例の中で、番手が＃１５００および＃２００
０の場合の集電箔１の溝１ｄには、わずかの電極粒子２ａが食い込んでおり、番手が＃４
００の場合の集電箔１の溝１ｄには、番手が＃８００および＃１０００の場合の集電箔１
の溝１ｄと比較して、食い込んでいる電極粒子２ａの数が少なかった。第２の実施例の場
合、電極プレスロール６の転動面に接触された電極粒子２ａの移動方向と直行した方向に
延びて形成された溝１ｄには、電極粒子２ａがほとんど食い込んでいなかった。以上のこ
とから、集電箔１の溝１ｄに挟持された電極粒子２ａが、アンカーとなって、電気二重層
キャパシタ用電極の内部抵抗の低減に寄与していることが明確となった。
【００５４】
　以上説明したように、この発明の実施の形態３に係る電気二重層キャパシタ用電極の製
造方法によれば、サンドペーパー８ａによる研磨によって、集電箔１の表面および裏面に
溝１ｄを形成するので、簡単な方法で、集電箔１の表面および裏面に溝１ｄを形成するこ
とができる。また、エンボスパターン４ａによって集電箔１に溝１ｄを形成する場合と比
較して、溝１ｄの溝幅を容易に狭くすることができるので、簡単に、粒径の小さい電極粒
子２ａを溝１ｄに食い込ませることができる。
【００５５】
　また、溝１ｄの幅の最小値が電極粒子２ａの平均粒径より小さく、溝１ｄの幅の平均値
が電極粒子２ａの平均粒径より大きくなるように、溝１ｄを形成するので、効果的に、電
極粒子２ａを溝１ｄに食い込ませることができる。
【００５６】
　なお、この実施の形態３では、サンドペーパー８ａによる研磨によって、集電箔１の表
面および裏面に溝１ｄを形成する電気二重層キャパシタ用電極の製造方法について説明し
たが、勿論このものに限らず、例えば、平面ヘアーライン研磨機を用いて、集電箔１の表
面および裏面に溝１ｄを形成する電気二重層キャパシタ用電極の製造方法であってもよい
。この平面ヘアーライン研磨機は、例えば、ステンレスの表面に極めて細かい筋を形成し
て、ステンレスの意匠性を向上させるものに用いられているものであり、集電箔１の表面
または裏面の内、少なくとも一方に溝１ｄを形成するのに用いることができる。
【００５７】
　また、各上記実施の形態では、蓄電デバイス用電極として、電気二重層キャパシタ用電
極を例に説明したが、勿論このものに限らず、例えば、リチウムイオンキャパシタ用電極
またリチウムイオン電池用電極等であってもよい。リチウムイオンキャパシタ用電極およ
びリチウムイオン電池用電極の場合には、正極の集電箔１は厚さが１５～１５μｍに形成
されたアルミニウムから構成され、負極の集電箔１は厚さが１０～２０μｍに形成された
銅から構成される。また、リチウムイオンキャパシタ用電極の場合、電極粒子２ａは、正
極では、活性炭素粒子が用いられ、負極では、リチウムを吸蔵する黒鉛等のカーボン粒子
が用いられ、それぞれの電極粒子２ａは直径が数μｍ～数十μｍとすることが望ましい。
また、リチウムイオン電池用電極の場合、電極粒子２ａは、正極では、コバルト、ニッケ
ル、マンガン等の酸化物のリチウム化合物、または、オリビン形リン酸鉄等が用いられ、
負極では、リチウムを吸蔵する黒鉛等のカーボン粒子が用いられ、それぞれの電極粒子２
ａは直径が数μｍ～数十μｍとすることが望ましい。リチウムイオンキャパシタは、電気
二重層キャパシタ用電極の負極の電極にリチウムイオンをドープしたものであり、電気二
重層キャパシタよりも高い上限電圧を得ることができる。リチウムイオン電池は、負極の
電極にリチウムを安定的に充填貯蔵することができる。
【００５８】
　実施の形態４．
　図１３はこの発明の実施の形態４に係る蓄電デバイス用電極の製造装置を示す側面図で
ある。図において、集電箔１は、送り出しロール９から送り出される。送り出しロール９
から送り出された集電箔１は、巻き取りロール３に巻き取られる。送り出しロール９から
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巻き取りロール３までの集電箔１の移動経路には、集電箔１に溝を形成する溝形成装置１
０と、集電箔１に溝が形成されることにより発生する金属粉（異物）を集電箔１から除去
する金属粉除去装置１１と、集電箔１に電極ペースト（電極層）１２を塗布する電極ペー
スト塗布装置１３と、集電箔１に塗布された電極ペースト１２を乾燥させる乾燥炉１４と
が設けられている。
【００５９】
　溝形成装置１０は、外周面が集電箔１の表面に接触する溝形成ロール１５と、外周面が
集電箔１の裏面に接触するバックロール１６とを有している。溝形成ロール１５およびバ
ックロール１６は、それぞれの軸線方向が同一方向となるように配置されている。集電箔
１は、集電箔１が溝形成装置１０に進入することにより、溝形成ロール１５およびバック
ロール１６に挟まれる。溝形成ロール１５およびバックロール１６には、駆動装置（図示
せず）の駆動力が伝達されるようになっている。溝形成ロール１５およびバックロール１
６は、駆動装置の駆動力により回転する。溝形成ロール１５の回転方向は、集電箔１が送
り出しロール９から巻き取りロール３へ移動するときに集電箔１の移動により溝形成ロー
ル１５に発生する回転力に逆らう方向となっている。したがって、溝形成ロール１５は、
集電箔１に対して滑りながら回転する。バックロール１６は、集電箔１が送り出しロール
９から巻き取りロール３へ移動するように回転する。
【００６０】
　図１４は図１３の溝形成ロール１５を示す平面図である。図において、溝形成ロール１
５は、複数枚の突起円板１７と、複数枚の円滑円板１８と、一対の端部１９を有している
。突起円板１７および円滑円板１８は、一枚ずつ互いに交互に積層されている。また、突
起円板１７および円滑円板１８は、同軸上に配置されている。端部１９は、突起円板１７
および円滑円板１８が積層されることにより構成された積層体の積層方向両端部に重ねて
配置されている。
【００６１】
　図１５は図１４の突起円板１７を示す側面図、図１６は図１５のＪ部を示す拡大図、図
１７は図１４の円滑円板１８を示す側面図である。突起円板１７の外周面には、複数の突
起１７ａが形成されている。突起１７ａは、ワイヤーカットまたは放電加工によって形成
される。円滑円板１８の外周面は、円滑に形成されている。溝形成ロール１５の軸線方向
に溝形成ロール１５を視たときに、突起１７ａの先端部は、円滑円板１８の外周面よりも
径方向外側に突出している。これにより、溝形成ロール１５が集電箔１に接触した状態で
溝形成ロール１５が回転することにより、集電箔１には、集電箔１の長手方向（一方向）
に延びた複数の溝が形成される。
【００６２】
　金属粉除去装置１１は、図１３に示すように、溝形成装置１０を通過した後の集電箔１
の部分が金属粉除去装置１１に進入するように配置されている。金属粉除去装置１１は、
外周面が集電箔１の表面に接触する金属粉除去ロール２０と、外周面が集電箔１の裏面に
接触するバックロール２１と、外周面が金属粉除去ロール２０の外周面に接触するクリー
ニングロール２２とを有している。金属粉除去ロール２０、バックロール２１およびクリ
ーニングロール２２は、それぞれの軸線方向が同一方向となるように配置されている。金
属粉除去ロール２０、バックロール２１およびクリーニングロール２２には、駆動装置（
図示せず）の駆動力が伝達されるようになっている。
【００６３】
　集電箔１は、金属粉除去装置１１に進入することにより、金属粉除去ロール２０および
バックロール２１に挟まれる。金属粉除去ロール２０は、駆動装置の駆動力により、集電
箔１の表面に接触した状態で回転する。これにより、溝形成装置１０を通過した集電箔１
の表面に付着している金属粉（異物）が取り除かれる。集電箔１の表面から取り除かれた
金属粉の一部は、金属粉除去ロール２０の外周面に付着する。バックロール２１は、駆動
装置の駆動力により、集電箔１が送り出しロール９から巻き取りロール３へ移動するよう
に回転する。クリーニングロール２２は、駆動装置の駆動力により、金属粉除去ロール２
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０の外周面に接触した状態で回転する。金属粉除去ロール２０の外周面に付着した金属粉
は、クリーニングロール２２が回転することにより、金属粉除去ロール２０から取り除か
れる。
【００６４】
　電極ペースト塗布装置１３は、金属粉除去装置１１を通過した後の集電箔１の部分が電
極ペースト塗布装置１３に進入するように配置されている。電極ペースト塗布装置１３は
、電極ペースト１２を貯留するペーストダム２３と、ペーストダム２３から取り出された
電極ペースト１２が外周面に付着するコーティングロール２４と、コーティングロール２
４に付着する電極ペースト１２の量を調整するドクターロール２５と、外周面が集電箔１
の裏面に接触するバックロール２６とを有している。ドクターロール２５、コーティング
ロール２４およびバックロール２６は、それぞれの軸線方向が同一方向となるように配置
されている。コーティングロール２４、ドクターロール２５およびバックロール２６には
、駆動装置（図示せず）の駆動力が伝達されるようになっている。
【００６５】
　集電箔１は、電極ペースト塗布装置１３に進入することにより、コーティングロール２
４およびバックロール２６に挟まれる。コーティングロール２４は、リバースロールとな
っている。電極ペースト塗布装置１３は、リバースロールコータとなっている。バックロ
ール２６は、駆動装置の駆動力により、集電箔１が送り出しロール９から巻き取りロール
３へ移動するように回転する。集電箔１の表面に塗布される電極ペーストの厚さは、コー
ティングロール２４の回転数とバックロール２６の回転数との比である回転比によって決
められる。
【００６６】
　乾燥炉１４は、電極ペースト塗布装置１３を通過した後の集電箔１の部分が乾燥炉１４
に進入するように配置されている。集電箔１の表面に塗布された電極ペースト１２の溶媒
は、乾燥炉１４内で気化して集電箔１から取り除かれる。乾燥炉１４を通過した集電箔１
の部分は、巻き取りロール３に巻き取られる。
【００６７】
　送り出しロール９と溝形成装置１０との間には、集電箔１を案内する案内ローラ２７が
設けられている。乾燥炉１４と巻き取りロール３との間には、集電箔１を案内する案内ロ
ーラ２８が設けられている。
【００６８】
　蓄電デバイス用電極が、電気二重層キャパシタの電極、リチウムイオンキャパシタの正
極またはリチウムイオン電池の正極として用いられる場合には、集電箔１として、アルミ
ニウム箔が用いられる。蓄電デバイス用電極が、リチウムイオンキャパシタの負極または
リチウムイオン電池の負極として用いられる場合には、集電箔１として、銅箔が用いられ
る。
【００６９】
　集電箔１としてアルミニウム箔が用いられる場合、集電箔１に溝を形成しても数時間程
度の短時間で溝の表面に薄い酸化被膜が形成される。その後、時間が経つにつれて酸化被
膜の厚さが大きくなり、電極層の電極粒子と集電箔との接触抵抗が大きくなる。したがっ
て、集電箔１に溝を形成した後、できる限り短時間のうちに、電極粒子を溝に埋め込むこ
とが理想的である。その他の構成は、実施の形態１と同様である。
【００７０】
　以上説明したように、この発明の実施の形態４に係る蓄電デバイス用電極の製造方法に
よれば、外周面に複数の突起１７ａを有した溝形成ロール１５を集電箔１の表面に接触さ
せた状態で、集電箔１の長手方向に集電箔１を移動させながら、集電箔１の移動により溝
形成ロール１５に発生する回転力に逆らう方向に溝形成ロール１５を回転させて、集電箔
１の表面に溝を形成するので、集電箔１の表面に溝を容易に形成することができる。
【００７１】
　また、溝形成ロール１５は、外周面に複数の突起１７ａが形成された突起円板１７と外
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周面が円滑に形成された円滑円板１８とが交互に複数枚積層されて構成されているので、
円滑円板１８の厚みを変更することにより、集電箔１の幅方向に隣り合う溝間の距離を調
整することができる。また、集電箔１の幅方向中間部にのみ溝を形成することができる。
これにより、集電箔１の幅方向端部には溝が形成されないので、集電箔１の幅方向端部を
集電端子部として利用することができる。集電端子部に溝が形成されている場合には、集
電端子部が破損しやすくなり、また、超音波溶接による集電端子部の溶接が困難となる。
【００７２】
　また、この製造方法によれば、集電箔１の表面に溝を形成した後に、電極層を表面に塗
布し、その後、集電箔１を巻き取るので、蓄電デバイス用電極を連続して製造することが
できる。
【００７３】
　また、集電箔１の表面に溝を形成した後に、集電箔１の表面に付着した金属粉を除去し
、その後、電極層を表面に塗布した後に、集電箔１を巻き取るので、金属粉が集電箔１と
電極層との間に挟まれることにより集電箔１と電極層との間の接触抵抗が増大することを
防止することができる。
【００７４】
　なお、上記実施の形態４では、集電箔１が溝形成装置１０を通過した後であって、集電
箔１が電極ペースト塗布装置１３へ進入する前に、集電箔１が金属粉除去装置１１を通過
する蓄電デバイス用電極の製造方法について説明したが、集電箔１に溝が形成されるとき
に金属粉が発生しない場合には、集電箔１を金属粉除去装置１１に通過させなくてもよい
。これにより、集電箔１の製造工程を簡略化することができる。
【００７５】
　実施の形態５．
　図１８はこの発明の実施の形態５に係る蓄電デバイス用電極の製造装置を示す側面図で
ある。図において、溝形成装置１０は、外周面が集電箔１の表面に接触する第１の溝形成
ロール２９と、外周面が集電箔１の裏面に接触する第２の溝形成ロール３０とを有してい
る。第１の溝形成ロール２９および第２の溝形成ロール３０は、それぞれの軸線方向が同
一方向となるように配置されている。集電箔１は、集電箔１が溝形成装置１０に進入する
ことにより、第１の溝形成ロール２９および第２の溝形成ロール３０に挟まれる。
【００７６】
　第１の溝形成ロール２９および第２の溝形成ロール３０には、駆動装置（図示せず）の
駆動力が伝達されるようになっている。第１の溝形成ロール２９および第２の溝形成ロー
ル３０は、駆動装置の駆動力により回転する。第１の溝形成ロール２９および第２の溝形
成ロール３０のそれぞれの回転方向は、集電箔１が送り出しロール９から巻き取りロール
３へ移動するときに集電箔１に接触されている第１の溝形成ロール２９および第２の溝形
成ロール３０に集電箔１の移動により発生する回転力に逆らう方向となっている。したが
って、第１の溝形成ロール２９および第２の溝形成ロール３０は、集電箔１に対して滑り
ながら回転する。
【００７７】
　金属粉除去装置１１は、外周面が集電箔１の表面に接触する第１の金属粉除去ロール３
１と、外周面が集電箔１の裏面に接触する第２の金属粉除去ロール３２と、外周面が第１
の金属粉除去ロール３１の外周面に接触する第１のクリーニングロール３３と、外周面が
第２の金属粉除去ロール３２の外周面に接触する第２のクリーニングロール３４とを有し
ている。第１の金属粉除去ロール３１、第２の金属粉除去ロール３２、第１のクリーニン
グロール３３および第２のクリーニングロール３４は、それぞれの軸線方向が同一方向と
なるように配置されている。第１の金属粉除去ロール３１、第２の金属粉除去ロール３２
、第１のクリーニングロール３３および第２のクリーニングロール３４には、駆動装置（
図示せず）の駆動力が伝達されるようになっている。
【００７８】
　集電箔１は、金属粉除去装置１１に進入することにより、第１の金属粉除去ロール３１
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および第２の金属粉除去ロール３２に挟まれる。第１の金属粉除去ロール３１および第２
の金属粉除去ロール３２は、駆動装置の駆動力により、集電箔１が送り出しロール９から
巻き取りロール３へ移動するように回転する。
【００７９】
　第１のクリーニングロール３３は、駆動装置の駆動力により、第１の金属粉除去ロール
３１の外周面に接触した状態で回転する。第１の金属粉除去ロール３１の外周面に付着し
ている金属粉は、第１のクリーニングロール３３が回転することにより、第１の金属粉除
去ロール３１から取り除かれる。
【００８０】
　第２のクリーニングロール３４は、駆動装置の駆動力により、第２の金属粉除去ロール
３２の外周面に接触した状態で回転する。第２の金属粉除去ロール３２の外周面に付着し
ている金属粉は、第２のクリーニングロール３４が回転することにより、第２の金属粉除
去ロール３２から取り除かれる。
【００８１】
　電極ペースト塗布装置１３は、集電箔１の表面に電極ペースト（図示せず）を塗布する
第１のダイコートペースト塗出部３５と、集電箔１の裏面に電極ペースト（図示せず）を
塗布する第２のダイコートペースト塗出部３６とを有している。第１のダイコートペース
ト塗出部３５および第２のダイコートペースト塗出部３６は、一定量の電極ペースト１２
を集電箔１に向かって噴射する。
【００８２】
　集電箔１の移動速度は、巻き取りロール３、第１の金属粉除去ロール３１および第２の
金属粉除去ロール３２の回転速度により、一定に保たれる。その他の構成は、実施の形態
４と同様である。
【００８３】
　以上説明したように、この発明の実施の形態５に係る蓄電デバイス用電極の製造方法に
よれば、実施の形態４に記載の蓄電デバイス用電極の製造方法と比較して、集電箔１の両
面を同時に処理することができる。その結果、実施の形態４に記載の蓄電デバイス用電極
の製造方法と比較して、蓄電デバイス用電極の製造時間を短縮化することができる。
【００８４】
　なお、上記実施の形態４および上記実施の形態５では、集電箔１に塗布された電極ペー
ストを集電箔１に向かって押圧する工程について記載していないが、集電箔１が巻き取り
ロール３に巻き取られる前に、集電箔１に塗布された電極ペーストを集電箔１に向かって
押圧してもよい。また、集電箔１が巻き取りロール３に巻き取られた後に、巻き取りロー
ル３から集電箔１を取り出して、集電箔１に塗布された電極ペーストを集電箔１に向かっ
て押圧してもよい。
【符号の説明】
【００８５】
　１　集電箔（集電体）、１ａ　溝、１ｂ　非溝部、１ｃ　溝、１ｄ　溝、２　電極層、
２ａ　電極粒子、３　巻き取りロール、４　エンボスロール、４ａ　エンボスパターン、
５　集電端子部、６　電極プレスロール、７　接触部、８　ローラ、８ａ　サンドペーパ
ー、９　送り出しロール、１０　溝形成装置、１１　金属粉除去装置、１２　電極ペース
ト（電極層）、１３　電極ペースト塗布装置、１４　乾燥炉、１５　溝形成ロール、１６
　バックロール、１７　突起円板、１７ａ　突起、１８　円滑円板、１９　端部、２０　
金属粉除去ロール、２１　バックロール、２２　クリーニングロール、２３　ペーストダ
ム、２４　コーティングロール、２５　ドクターロール、２６　バックロール、２７　案
内ローラ、２８　案内ローラ、２９　第１の溝形成ロール、３０　第２の溝形成ロール、
３１　第１の金属粉除去ロール、３２　第２の金属粉除去ロール、３３　第１のクリーニ
ングロール、３４　第２のクリーニングロール、３５　第１のダイコートペースト塗出部
、３６　第２のダイコートペースト塗出部。
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